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歯
は
健
康
の
基
本
で
す

歯
が
な
い
こ

と
は
昔
か
ら
多

く
の
方
の
悩
み

で
し
た
。
物
が

う
ま
く
か
め
な

い
こ
と
に
よ
っ

て
、
食
べ
物
の

種
類
が
制
限
さ
れ
、
健
康
に
も
影
響
を
及
ぼ

し
ま
す
。

今
ま
で
は
、
虫
歯
や
歯
周
病
な
ど
で
歯
が

な
く
な
っ
た
部
分
に
、
入
れ
歯
を
作
る
こ
と

が
一
般
的
で
し
た
。
最
近
は
入
れ
歯
に
か
わ

る
新
し
い
治
療
と
し
て
イ
ン
プ
ラ
ン
ト
治
療

を
希
望
す
る
患
者
さ
ん
が
増
え
て
き
て
い
ま

す
。

イ
ン
プ
ラ
ン
ト
治
療

イ
ン
プ
ラ
ン
ト
と
は
チ
タ
ン
製
の
ス
ク
リ

ュ
ー
（
ね
じ
）
を
あ
ご
の
骨
の
中
に
植
え
て
、

こ
れ
を
土
台
に
し
て
歯
を
つ
く
る
治
療
法
で

す
。
入
れ
歯
の
よ
う
に
つ
け
た
り
は
ず
し
た

り
す
る
必
要
が
な
く
、
口
の
中
に
つ
け
た
ま

ま
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
患
者
さ
ん
は

も
う
一
度
、
歯
が
生
え
た
状
態
に
近
い
感
覚

で
食
事
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

イ
ン
プ
ラ
ン
ト
の
欠
点
と
し
て
は
費
用
が

す
べ
て
自
己
負
担
（
保
険
診
療
で
は
あ
り
ま

せ
ん
）
で
あ
る
こ
と
や
、
完
成
ま
で
に
一
定

の
期
間
を
要
す
る
こ
と
な
ど
が
あ
り
ま
す
が
、

入
れ
歯
の
不
具
合
な
ど
で
、
大
変
困
っ
て
い

る
方
に
は
よ
い
治
療
法
で
す
。

手
術
が
必
要
に
な
り
ま
す
が
、
一
般
の
歯

科
医
院
で
も
行
っ
て
い
ま
す
の
で
、
ご
相
談

く
だ
さ
い
。歯

科
口
腔
外
科
医
長
　
　
夫ふ

う

才
成
さ
い
せ
い

イ
ン
プ
ラ
ン
ト
治
療

◇
国
民
健
康
保
険
で
は
、
同
じ
月
に
同
じ
医

療
機
関
（
総
合
病
院
な
ど
は
診
療
科
ご
と
）

で
支
払
っ
た
医
療
費
が
、
自
己
負
担
限
度

額
を
超
え
る
と
、
超
え
た
分
の
医
療
費
を

払
い
戻
す
制
度
が
あ
り
ま
す
。

◇
払
い
戻
し
の
対
象
に
な
る
世
帯
に
は
、
受
診

し
た
２
か
月
後
に
申
請
書
を
郵
送
し
ま
す
。

対
象

自
己
負
担
限
度
額
以
上
支
払
っ
た
世

帯
（
年
齢
や
所
得
に
よ
っ
て
異
な
り
ま
す
。

左
表
参
照
）

持
ち
物

申
請
書
、
医
療
費
の
領
収
書
（
コ

ピ
ー
不
可
）、
認
め
印
、
保
険
証
、
振
込
先

が
分
か
る
も
の

申
請
場
所
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10
月
１
日
か
ら
自
己
負
担
限
度
額
が
変
わ
り
ま
す

市民病院管理課
243-2511（代表）
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〈自己負担限度額の早見表〉
70歳未満の方

(※1)過去12か月間で高額療養費を4回以上支給があった場合。
(※2)支払った医療費が500,000円を超えた場合は、超えた分の
1％の額を150,000円に加算した額が自己負担限度額です。

(※3)払った医療費が267,000円を超えた場合は、超えた分の
1％の額を80,100円に加算した額が自己負担限度額です。

70歳以上の方

(※4)支払った医療費が267,000円を超えた場合は、超えた分
の1％の額を80,100円に加算した額が自己負担限度額です。

(※5)住民税非課税の方
(※6)住民税非課税で所得から必要経費・控除を引くと0になる方

一般世帯

150,000円（※2）

80,100円（※3）

総所得金額が600
万円を超える世帯

住民税非課税世帯 35,400円　

自己負担限度額
所得区分

80,100円（※4）

15,000円

44,400円

12,000円

08,000円
24,600円

44,400円

外来と入院（世帯ごと）

Ⅰ（※6）

Ⅱ（※5）

一般世帯

外来（個人ごと）

課税所得が145万
円以上の方

住民税
非課税世帯

所得区分
自己負担限度額

3回目まで 4回目以降（※1）

83,400円

44,400円

24,600円


